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１．はじめに

近年中国では高い経済成長率を遂げるととも

に，CO２の排出量は急速に増加し，２００８年に

アメリカを抜いて，世界一の CO２排出国に

なってきた。中国の CO２排出に対する削減策

が，国際社会から注目されているのである。

中国の CO２排出状況と CO２排出の削減策に

関する先行研究は多く，主に中国の CO２排出

の状況，背景，及び中国が実施している削減策

の解説や分析などについての研究である。CO２

排出量について，Zhang（２００９）は IPCC モデ

ルを使ってエネルギー使用により排出された

CO２の量を計算した。結論としては，１９９１－２００６

年において，CO２年間増加率は ５％ であり，

工業部門により排出された CO２は全排出量の

６６－７２％ を占めたことが挙げられた。また

Wang（２００５）は LMDI モデルを使って１９５７

－２０００年におけるエネルギー使用により排出

された CO２を分析した。結論としては，１９７８

年以前には，経済成長，エネルギー消費により

CO２排出とエネルギー強度は共に強化された一

方，１９７８年以降，CO２排出が増加しつつある

が，エネルギー利用効率の改善，経済構造の調

整によりエネルギー強度は弱まったと指摘し

た。この二つの論文は IPCC と LMDI モデル

を使用して２００６年までの CO２の排出量と排出

の変化を分析したが，最近の CO２排出量の変

化を分析していない。

CO２の排出量が増加した背景として，Ang

（２００９）は大量エネルギー消費，収入の増加，

貿易開放度の増大が CO２の排出を増加させて

いることを明確にした。Guan（２００９）は２００２－

２００５年の一定期間内の経済成長と CO２の排出

の関係を考察した。この研究の中で家庭と政府

の消費，投資，国際貿易，輸出生産に由来する

CO２の排出量は総排出量の１／２を占めること

を指摘した。さらに Zhang（２００９）によると

エネルギー強度が CO２排出削減と CO２排出強

度の減少に与える貢献が一番大きいこと，GDP

で示される経済活動は CO２排出に重要な影響

を与えること，産業構造の調整や CO２排出係

数は CO２排出に与える影響が少ないことの三

つの結論を提示している。これ以外にも，CO２

排出と貿易の関係について研究した。Yan

（２０１０）によると国際貿易は経済と CO２排出

に強い関係があることを証明した。既存研究が

示している結論としては１０％－２７％ の CO２排

出量は輸出貿易によって誘発され，１９９７年に

は ４％，２００７年には ９％ の CO２排出量は輸

入により誘発されたことが挙げられる。生産の

規模と品目の構成が CO２排出を増加させ，そ

して技術変化はこの排出量の一部を相殺したこ

とができると指摘した。

中国の CO２排出の特徴について，張（２０１０）

は１９８０年から２００７年までの中国における部門

別，エネルギー源別の CO２排出量データを整

理し，さらにエネルギー起源の CO２排出の特

徴及び構造を明らかにし，CO２排出量とエネル

ギー消費，GDP の相関関係が強いことを指摘

した。また産業部門の１単位 GDP あたりの CO２

排出量は減少する傾向にあり，建設業，工業と

サービス業の各部門が産業部門の平均削減率よ

り低くなっていることも明らかにした。しか
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し，これらの先行研究は CO２排出増加の背景

だけを分析し，CO２排出に基づき削減策の効果

を検証していない。

エネルギー利用効率について，Hu（２００６）

は１９９５－２００２年中国における２９ヵ行政地域の

TFEE 指数（Total-Factor Energy Efficiency，

全要素エネルギー効率）を分析し，中国の中央

地域のエネルギー効率は一番悪く，全エネル

ギー消費の１／２以上を占めることを明確にし

た。TFEE 指数と１人当たり GDP の間は U－

型の関係を提示し，経済成長とともにエネル

ギー利用効率が改善できることを明確にした。

政策面において，Zhang（２００９）は中国の実

施してきた再生可能エネルギーの普及政策につ

いて概観した。政府の支援は再生可能エネル

ギー普及の鍵であることを指摘し，長期的に見

ると，各分野における政策の間の協力強化，地

域的政策イノベーションの拡大，プロセス管理

の普及，投資市場及び金融システムの構築など

方面に関する政策を既に整備したという中国の

再生可能エネルギー政策策定の優れたところを

評価した。Wang（２０１０）は中国の風力発電の

急速な普及を評価する一方，①火力発電の急速

な増加に比べると，再生可能エネルギー発電の

容量は実際に縮小している。②送電網との接続

率が低いため，再生可能エネルギー発電が大量

に浪費した。③再生可能エネルギー発電所の運

行効率が低い，この三つの課題を指摘した。

Hou（２０１１）は中国の省エネルギー状況を概

観し，エネルギー供給のボトルネック，環境汚

染のコントロール，工業構造の改善は低炭素経

済を発展させる重要なポイントであることを指

摘した。

以上述べた先行研究をまとめると，中国全体

の CO２排出は増加しつつあり，この大量の CO２

が排出される原因は，主に経済成長およびこれ

に伴う大量エネルギーの消費，人口の増加，都

市化の進展，国際貿易の活発化，インフラ整

備，資本投資の増加，エネルギー効率の低下な

どがある。さらに，先行研究は中国が実施して

いる削減策を省エネルギーと再生エネルギーの

普及に分けて，削減策の内容，背景などについ

て詳しく分析し，中国は CO２削減において努

力していることをより一層知らせ，理解させる

ところに目的がある。しかし，これらの先行研

究は削減策自体の解説や分析に止まり，中国の

削減策はどのような特徴を持っているのか，実

施された削減策自体は合理性を持っているかど

うかについて十分に分析していない。したがっ

て以上述べた課題を解決するために，本研究の

目的は，１９９５年１月５日に公表された削減策

を始めとして，２０１２年３月までの CO２削減策

を概観して分析し，CO２排出の特徴と比較して

検証しながら，削減策の特徴，実施された削減

策の合理性を明確にすることである。

本研究の構成は以下の通りである。まず第１

章で LMDI モデルを使って中国の CO２の排出

要因を分析してまとめる。第２章で CO２排出

に関する削減策を列挙して概観し，それらの削

減策の制定や実施の流れ，削減策の特徴をまと

めて考察し，削減策の合理性を検証する。第３

章で資源税の改革のような注目されている課題

を分析し，それらの課題が CO２排出削減に与

える影響を明らかにする。最後に第４章で中国

における CO２排出の削減について展望する。

２．CO２排出に関する要因分析

現在まで CO２排出の要因分析については主

にラスパイレス（Laspeyres）法とディヴィジ

ア（Divisia）法の二つに分かれている。LMDI

（Log-Mean Divisia Index）法はディヴィジア

（Divisia）法の中の一つの研究法である。現

在中国の CO２排出量の要因分析についてこの

分析方法がよく使われる。LMDI 法に比べてラ

スパイレス法は，残差項を残すため問題があ

り，完全要因分析の手法を見つけるのは容易で

はない。一方 LMDI 法は，CO２の総排出量の

変化がすでに知っている影響因子により引き起

こされることを前提として仮定し，残差が生じ
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ないため，近年 CO２の排出量の要因分析につ

いてよく使われている。LMDI 法を使うもう一

つの理由としては，現在中国で実施している削

減策が「気候変動に対応する行動（２００８年

版）」により主に省エネルギー，再生可能エネル

ギーの普及，CO２吸収源の増加，人口の減少等

に分かれているためである。それらの要因がす

べて LMDI モデルに含まれるため，LMDI モ

デルにより CO２排出の要因分析を行い，その

要因分析と削減策の効果を分析するのは一番適

当であると考えられる。（図１）

中国の CO２総排出量を Kaya 恒等式２）により

展開し，下記のように表記する３）。

C＝∑Ci＝∑CiEiEiEEYYPP＝FSIGP

Cがエネルギー消費により排出される CO２総

排出量（万トン）

iが１次エネルギー種類（石炭，石油，天然ガ

ス）

Eが各種類エネルギー消費総量（万トン）

Yが国内総生産値（GDP）（億元）（２００５年の

価格）

Pが総人口数（万人）

F:Ci/Eiが各種類エネルギー消費により排出さ

れる CO２の炭素排出係数

S:Ei/Eがエネルギー消費構造

I:E/Yがエネルギー消費強度（原単位エネル

ギー消費量）

G:Y/Pが１人当たりの国内総生産値

１）Ang B.W.（２００４）“Decomposition analysis for poli-
cymaking in energy: which is the preferred
method?”, Energy Policy , Vol.３２, pp.１１３１-１１３９.

２）東京大学の茅陽一名誉教授は，人類の活動と CO２

の排出量との関係を表した，いわゆる「茅恒等
式」を提唱した。この式は１９９０年に IPCC（気

候変動に関する政府間パネル）に CO２排出量抑
制の GDP 成長に与える影響として報告され，
IPCC の第４次評価報告書でも参照された。

３）Wang Can, Chen Jining, Zou Ji（２００５）“Decompo-
sition of energy-related CO2 emission in China:
１９５７-２０００”, Energy , Vol.３０，pp.７３-８３.

Index decomposition
analysis

Methods linked to
Divisia index

Methods linked to
Laspeyres index

Multiplicative
decomposition

Additive
decomposition

Multiplicative
decomposition

Additive
decomposition

A.1
LMDI I

B.1
LMDI I

C.1
Modified Fisher

ideal index method

D.1
Shapley/Sun

method

A.2
AMDI

B.2
AMDI

C.2
Conventional

Fisher ideal index

D.2
Marshall-

Edgeworth method

出所：B.W. Ang（２００４）１）

図１ 指数要因分析研究法
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そして，年排出量の差は下記の式で表す。

ΔC＝Ct＋1－Ct＝Ft＋1St＋1It＋1Gt＋1Pt＋1－FtStItGtPt

上述の LMDI モデルが示したように，CO２

の総排出量に影響する要素をエネルギー消費構

造，エネルギー消費強度，１人当たりの国内総

生産値，総人口数，エネルギー別の CO２の炭

素排出係数，この五つ部分に分けて分析するこ

とができる。また，削減対策についてはモデル

に基づき，エネルギー構造面（Ei/E）におい

て再生可能エネルギーへの転換，CO２の炭素排

出係数面（Ci/Ei）において低炭素エネルギー

の使用，総人口数面（P）において総人口数の

抑制，エネルギー消費強度面（E/Y）において

エネルギー利用効率の改善・技術の進歩，経済

的な手法の使用などが挙げられる。

CO２排出量変化の要因を分析すると４），図２

が示すように，エネルギーの大量消費，経済規

模の拡大が CO２排出の増加に働き，省エネル

ギー要因が CO２排出の削減に働いている。

従って，省エネルギー，低炭素代替エネルギー

の使用，経済成長モデルの転換などが CO２排

出削減に効果があると考えられる。さらに，各

要因と CO２排出増加の相関係数を計算する

と，表１で示すような結果が得られた。相関関

係の強い順位の上位から電力消費の増加，石炭

消費の増加，輸出貿易の増加，GDP の増加，

工業生産値の増加，１人あたり GDP の増加で

ある。一方，石油消費の増加，総人口の増加，

水力，風力，原子力の利用増加と CO２排出増

４）計算は張宏武（２０１１）「中国の低炭素経済への転
換に関する研究―地域別 CO２排出を中心に」ア
ジア経済研究所 V.R.F. series, No.466, pp.19-20 に
提示した式で計算した。

出所：著者作成。

図２ 各要素とCO2 排出の要因分析（単位：万トンCO2）

電力消費の増加 ０．８５

GDP の増加 ０．３４

総人口の増加 －０．３９

石炭消費の増加 ０．６２

石油消費の増加 －０．５４

天然ガス消費の増加 ０．０２

風力，水力，原子力利用の増加 －０．３１

第１次産業生産値の増加 ０．２６

工業生産値の増加 ０．２７

第３次産業生産値の増加 ０．００７

１人あたり GDP の増加 ０．２４

輸出貿易 ０．３８

表１ 要因とCO２排出増加の相関係数（１９９０‐２０１０年）

出所：著者作成。
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加の間にはマイナスの関係が見られる。相関係

数の結果から，電力消費の増加が CO２排出の

増加をもたらす一番の要因であることがわか

り，総人口増加率の縮小，水力，風力のような

再生可能エネルギーによる代替，原子力の利

用，及び石油の使用が CO２排出削減に効果が

あると考えられる。経済規模の拡大と国民生活

レベルの向上によって電力消費が増加しつつあ

り，図３が示すように電力消費の増加と CO２

排出の増加の変化がほぼ一致していることが見

られる。現在中国の発電部門は約半分の石炭を

消費し，電力消費の増加に伴い石炭の消費を増

大させ，石炭の炭素排出係数が大きいために他

のエネルギー源より更なる大量の CO２が排出

されるという悪い循環を形成した。従って，発

電分野での石炭利用効率の向上，再生可能エネ

ルギーによる発電の代替，原子力発電の利用が

CO２排出削減の一つ方法と考えられる。また輸

出貿易について，中国の加工貿易は大量生産，

大量消費の生産モデルをいまだに採用している

ため，輸出の商品は繊維製品のような労働集約

型製品が多く，ハイテク製品が相対的に少ない

ため，従来の生産モデルを改善し，輸出商品を

エネルギー多消費製品からハイテク製品へ転換

させることも CO２排出削減効果を果たせると

考えられる。さらに，以上の結果を中国が実施

してきた削減策と比較して，その削減策は合理

性を持っているかどうかについて検証すること

ができる。

３．CO２削減に関連がある政策，法規について

分析

（１）CO２削減に関連がある政策，法規につい

て概観

中国政府が公布した CO２削減と経済成長モ

デルの転換に関連する政策，法規の数は膨大な

数に上る。下記の表２では CO２削減に関連が

ある政策，法規から代表的，かつ重要な政策，

法規など合計約１２０通を選び，これらの政策の

概観から中国における CO２削減策の内容を検

討する。１９９０年代以前の政策や法規は，イン

ターネットでの追究が困難であるため，１９９５

年１月５日に発表された「新エネルギー・再生

可能エネルギー産業の発展計画」から，２０１２

年３月２８日に発表された「ごみ燃焼発電売電

価格政策に関する通知」までの一定期間の政

策，法規を概観した。分析によって，中国政府

は現在 CO２の削減に力を入れつつあることが

わかる。

出所：著者作成。

図３ CO２排出の増加と電力消費，GDPの増加の関係（１９９０－２０１０）

２０１４．１ 中国における CO２の削減に関連する政策・法規の分析 王 293147（ ）
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政策の
公布時間

政 策

１９９５年
１月５日

「新エネルギー・再生可能エネルギー産業
の発展計画」国家経済委員会弁公庁，国家
科学委員会弁公庁，国家経済貿易委員会弁
公庁

１９９６年
７月１８日

「九・五期間の資源を節約・総合利用する
工作に関する概要」国家経済貿易委員会

１９９７年
５月２７日

「新エネルギー建設プロジェクトの管理に
関する暫行規定」（計交エネルギー［１９９
７］９５５号）

１９９９年
１１月２２日

「風力発電の発展の更なる促進に関する若
干意見」（国経貿電力［１９９９］１２８６号）

２０００年
１月１９日

「風力発電技術及び設備国産化の加速に関
する指導意見」国家経済貿易委員会

２０００年
８月２３日

「２０００－２０１５年新エネルギーと再生可能
エネルギー産業の発展計画要点」国家経貿
委資源節約・総合利用司

２００１年
１０月１０日

「新エネルギーと再生可能エネルギー産業
発展の十・五計画」（国経貿資源［２００１］
１０２０号）

２００１年
１０月１０日

「十・五期間における資源の節約・総合利
用に関する計画」（国経貿資源［２００１］１０１
８ 号）

２００４年
７月１６日

「政府が承認する投資プロジェクトの目次
（２００４年版）」国務院

２００４年
１１月２５日

「省エネルギー中長期専門計画」発展改革
委員会

２００５年
１月１０日

「中国気候変動に対する初めての国家情報
信息通報」国務院

２００５年
２月２８日

「中華人民共和国再生可能エネルギー法」
国務院

２００５年
６月７日

「石炭工業の健康発展に関する若干意見」
（国発［２００５］１８号）

２００５年
７月４日

「風力発電所の建設管理・要求に関する通
知」（発改エネルギー［２００５］１２０４号）

２００５年
１２月２日

「産業構造調整の促進に関する暫行規定」
（国発［２００５］４０号）

２００６年
１月４日

「再生可能エネルギー資源発電とコスト分
担管理の試行弁法」発展改革委員会

２００６年
１月５日

「再生可能エネルギー発電の管理に関する
規定」（発改エネルギー［２００６］１３号）

２００６年
６月１５日

「炭鉱ガスの抽出利用の加速に関する若干
意見」（国発［２００６］４７号）

２００６年
７月２５日

「十一・五期間における十大重点省エネル
ギープロジェクトの実施に関する意見」
（発改環資［２００６］１４５７号）

２００６年
８月６日

「省エネルギー工作の強化に関する通知」
（国発［２００６］２８号）

２００６年
１０月１７日

「セメント産業の発展計画」発展改革委員
会

２００７年
１月１７日

「コジェネレーションと尾鉱を総合利用す
る発電建設の管理に関する暫行規定」（発
改エネルギー［２００７］１４１号）

２００７年
４月２日

「炭層ガスを利用する発電工作の実施意見
に関する通知」（発改エネルギー［２００７］
７２１号）

２００７年
４月

「エネルギー発展の十一・五計画」発展改
革委員会

２００７年
５月２３日

「省エネ・削減における総合工作方案に関
する通知」（国発［２００７］１５号）

２００７年
６月

「中国気候変動対策国家方案」国務院報道
弁公室

２００７年
６月１７日

「中国気候変動に対応するための科学技術
専門行動」科学技術部，発展改革委員会等
多部委

２００７年
７月３日

「石炭工業の省エネルギーに関する意見」
（発改エネルギー［２００７］１４５６号）

２００７年
７月２５日

「再生可能エネルギー発電の全量買取にお
ける送電網企業に対する監督・管理弁法」
（国家電力監督・管理委員会令 第２５
号）

２００７年
８月

「全民省エネ・削減マニュアル－３６の日
常生活行動の省エネ・削減について」発展
改革委員会

２００７年
８月１８日

「立ち遅れた錬鉄溶鉱炉等淘汰すべき設備
の再利用に関する緊急通知」（発改産業
［２００７］２０４７号）

２００７年
８月２８日

「省エネ・削減の全民行動実施方案に関す
る通知」（発改環資［２００７］２１３２号）

２００７年
８月３１日

「再生可能エネルギー発展中長期計画」
（発改エネルギー［２００７］２１７４号）

２００７年
９月

「千社企業のエネルギー消費状況に関する
報告（２００７年）」発展改革委員会，国家統
計局

２００７年
９月３０日

「区別電気料金政策の更なる貫徹に関する
通知」（発改価格［２００７］２６５５号）

２００７年
１０月

「原子力中 長 期 発 展 計 画（２００５－２０２０
年）」発展改革委員会

２００７年
１０月２３日

「立ち遅れた生産能力の移転禁止に関する
通知」（発改産業［２００７］２７９２号）

２００７年
１０月２８日

「中華人民共和国省エネルギー法」（主席
令第７７号）

２００７年
１１月１７日

「省エネ・削減の統計観測及び審査の実施
方案に関する通知」（国発［２００７］３６号）

２００７年
１１月２３日

「石炭の産業政策」（２００７年第８０号）発
展改革委員会

表２ CO２削減に関連がある政策，法規について概観

経 済 学 研 究294148（ ） ６３－２
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２００７年
１１月２７日

「中小企業の省エネ・削減工作の改善に関
する通知」（発改企業［２００７］３２５１号）

２００７年
１２月３日

「中華人民共和国エネルギー法」（討論
稿）国務院

２００７年
１２月２１日

「電解アルミ等高エネルギー消費産業の優
遇電気料金制度の取り消しに関する通知」
（発改価格［２００７］３５５０号）

２００８年
３月３日

「再生可能エネルギー発展十一・五計画」
（発改エネルギー［２００８］６１０号）

２００８年
６月６日

「重点エネルギー消費部門のエネルギー利
用状況報告制度の実施方案に関する通知」
（発改環資［２００８］１３９０号）

２００８年
７月２７日

「２００７年の各省・自治区・直轄市の省エ
ネルギー目標の完成状況に関する公告」
（２００８年第５５号）発展改革委員会

２００８年
７月２７日

「農作物藁総合利用の加速に関する意見」
（国弁発［２００８］１０５号）

２００８年
８月

「中国の気候変動政策と行動」国務院報道
弁公室

２００８年
８月２７日

「千社企業の省エネルギー目標の完成状況
に関する公告」（２００８年第５８号）発展改
革委員会

２００９年
３月６日

「全国小火力発電設備の閉鎖状況」（２００９
年第 ４ 号）発展改革委員会

２００９年
５月７日

「石油価格の管理弁法（試行）」（発改価格
［２００９］１１９８号）

２００９年
６月１７日

「新エネルギー自動車生産企業及び製品の
新規操業基準に関する管理規則」（工産業
［２００９］第４４号）

２００９年
７月１２日

「国務院党政指導者の責任問い制度に関す
る暫行規定」国務院

２００９年
７月２０日

「風力発電売電価格の改善に関する通知」
（発改価格［２００９］１９０６号）

２００９年
９月２６日

「一部産業の過剰生産能力と重複建設の抑
制，産業の健康発展の引導に関する若干意
見」（国発［２００９］３８号）

２００９年
１１月１０日

「セメント，板ガラス建設プロジェクトの
クリーンアップ工作に関する通知」（発改
弁産業［２００９］２３５１号）

２００９年
１１月１６日

「千社企業の省エネルギー目標の完成状況
に関する公告」（２００９年第１８号）発展改
革委員会

２００９年
１１月２５日

「風力発電プロジェクトの設備国産化比率
要求の取り消しに関する通知」（発改エネ
ルギー［２００９］２９９１号）

２００９年
１１月２７日

「中国の気候変動政策と行動－２００９年度
報告」国務院報道弁公室

２００９年
１２月２６日

「中華人民共和国再生可能エネルギー法
（修正案）」国務院

２０１０年
４月２日

「契約エネルギー管理の加速推進，省エネ
サービス産業の発展促進に関する意見」
（国弁発［２０１０］２５号）

２０１０年
５月４日

「「十一・五期間」の省エネ・削減目標の
実現を確保するための更なる努力に関する
通知」（国発［２０１０］１２号）

２０１０年
５月１２日

「高エネルギー消費企業に適用している優
遇電気料金の取り消しに関する通知」（発
改価格［２０１０］９７８号）

２０１０年
５月１３日

「再製造産業の発展に関する意見」（発改
環資［２０１０］９９１号）

２０１０年
６月３日

「契約エネルギー管理プロジェクトの財政
奨励資金の管理に関する暫行弁法」（財建
［２０１０］２４９号）

２０１０年
６月４日

「省エネ・削減の更なる強化，鉄鋼工業の
構造調整の加速に関する若干意見」（国弁
発［２０１０］３４号）

２０１０年
６月２１日

「鉄鋼産業の生産営業に関する規範条件」
（工原［２０１０］第１０５号）

２０１０年
６月２５日

「千社企業の省エネルギー目標の完成状況
に関する公告」（２０１０年第１０号）発展改
革委員会

２０１０年
７月１日

「資源の総合利用の技術政策概要」（２０１０
年１４号）発展改革委員会

２０１０年
７月１９日

「低炭素省・地区・都市の試行工作に関す
る通知」（発改気候［２０１０］１５８７号）

２０１０年
１０月１０日

「戦略性新興産業の育成と発展の加速に関
する決定（国発［２０１０］３２号）

２０１０年
１０月２９日

「鉄鋼プロジェクトのクリーンアップに関
する通知」（発改産業［２０１０］２６００号）

２０１０年
１１月２９日

「中国の気候変動政策と行動－２０１０年度
報告」国務院報道弁公室

２０１０年
１２月３１日

「ポリシリコン産業の新規操業条件」（工
聨電子［２０１０］１３７号）

２０１１年
３月２７日

「産業構造調整の指導目次」（２０１１年版）
（２０１１年第 ９ 号令）発展改革委員会

２０１１年
４月６日

「２００９年 ９－１２月，２０１０年 ８－１２月 の
全国小火力発電所の閉鎖状況に関する公
告」（２０１１年 第 ６ 号）発 改 委，エ ネ ル
ギー局，環境保護部，電力監督委員会

２０１１年
６月７日

「十一・五期間に各地区省エネルギー目標
の完成状況に関する公告」（２０１１年第 ９
号）発展改革委員会

２０１１年
６月２８日

「第 ３ 者エネルギー審査・検証機構を推
薦する工作の実施に関する通知」（財弁建
［２０１１］８９号）

２０１１年
７月２０日

「契約エネルギー管理項目監督監査の更な
る強化に関する通知」（発改弁環資［２０１
１］１７５５号）

２０１１年
７月２４日

「太陽光発電の売電ベンチマーク価格に関
する通知」（発改価格［２０１１］１５９４号）

２０１１年
８月３１日

「十二・五期間における省エネ・削減総合
工作方案に関する通知」（国発［２０１１］２６
号）

２０１４．１ 中国における CO２の削減に関連する政策・法規の分析 王 295149（ ）
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（２）CO２削減に関連がある政策，法規につい

て分析

上記の表でまとめた政策から，幾つかの結論

が得られる。まず第１に，選ばれた政策の数の

経年変化を図４のようなグラフで表すと，中国

政府の政策発表に関する法則が読み取れる。省

エネ・削減の必要性が高まる時，例えば「十

一・五計画」が発表された直後の２００７年に，

２００６年の削減策の実施結果に基づき削減策を

修正，強化するために合計２２通の政策が公表

されており，政策発表が急激に増えることが読

み取れる。また２０１１年に「十二・五計画」が

公表され，それに対応して２４通の政策が発表

された場合も，同様に五ヵ年計画の直後に多く

通知が出されることがわかる。これに対して省

エネ・削減の任務が緊迫ではない時に，公表さ

れた政策の数が少ないと見られる。

また，中国の削減策は予防ではなく，発生し

てしまった後の対応策であることが分かってく

５）中国語では「排放权交易」と呼んでいるが，排
出取引という意味で，企業ごとに温室効果ガス
の排出枠を定め，排出枠が余った企業と排出枠
を超えて排出してしまった企業との間で取引す
る制度である。

２０１１年
９月３０日

「中華人民共和国資源税暫行条例の改正に
関する決定」（国務院令第６０５号）

２０１１年
１０月２９日

「炭素排出許可証の取引５）の試行工作に関
する通知」（発改気候［２０１１］２６０１号）

２０１１年
１１月２２日

「中国の気候変動政策と行動－２０１１年度
報告」国務院報道弁公室

２０１１年
１１月２６日

「炭層ガスの開発利用の十二・五計画」
（発改エネルギー［２０１１］３０４１号）

２０１１年
１１月２９日

「十二・五期間の農作物藁総合利用実施方
案に関する通知」（発改環資［２０１１］２６１５
号）

２０１１年
１１月２９日

「華東送電網電気料金の調整に関する通
知」（発改価格［２０１１］２６２２号）

２０１１年
１１月２９日

「華北送電網電気料金の調整に関する通
知」（発改価格［２０１１］２６１９号）

２０１１年
１１月２９日

「華中送電網電気料金の調整に関する通
知」（発改価格［２０１１］２６２３号）

２０１１年
１１月２９日

「東北送電網電気料金の調整に関する通
知」（発改価格［２０１１］２６２０号）

２０１１年
１１月２９日

「南方送電網電気料金の調整に関する通
知」（発改価格［２０１１］２６１８号）

２０１１年
１１月２９日

「西北送電網電気料金の調整に関する通
知」（発改価格［２０１１］２６２１号）

２０１１年
１１月２９日

「住民生活用電力の区間電気料金の試行に
関する指導意見」（発改価格［２０１１］２８７３
号）

２０１１年
１２月

「万社企業の省エネルギー行動の実施方
案」（発改環資［２０１１］２６２１号）

２０１１年
１２月１０日

「十二・五期間の資源総合利用指導意見」
（発改環資［２０１１］２９１９号）

２０１１年
１２月３０日

「風力発電所と送電網の接続に関する技術
規定」電力科学技術会

２０１１年
１２月３０日

「工業発展 方 式 転 換 計 画（２０１１－２０１５
年）に関する通知」（国発［２０１１］４７号）

２０１２年
１月４日

「新材料産業の十二・五発展計画」工業情
報部

２０１２年
１月３１日

「十二・五期間の省エネ・削減の全民行動
実施方案に関する通知」（発改環資［２０１
２］１９４号）

２０１２年
２月１日

「国家重点省エネルギー技術の募集に関す
る通知」（発改弁環資［２０１２］２０６号）

２０１２年
２月１３日

「石油化学と化学工業の十二・五発展計
画」（工業情報部規［２０１１］５８３号）

２０１２年
２月２４日

「太陽光発電産業の十二・五計画」工業情
報部

２０１２年
２月２７日

「工業省エネルギーの十二・五計画」工業
情報部

２０１２年
２月２９日

「中華人民共和国クリーン生産促進法」国
務院

２０１２年
３月２日

「工業クリーン生産の推進に関する十二・
五計画」工業情報部，科学技術部，財政部

２０１２年
３月５日

「環境保護設備の十二・五発展計画」国務
院

２０１２年
３月１３日

「シェールガスの発展計画（２０１１－２０１５
年）」（発改エネルギー［２０１２］６１２号）

２０１２年
３月１４日

「電気料金内に含まれた再生可能エネル
ギー資源発電付加補助金の管理に関する暫
行弁法」（財建［２０１２］１０２号）

２０１２年
３月１６日

「２０１２年の工業省エネルギー・総合利用
工作重点」（工業情報庁節［２０１２］５６号）

２０１２年
３月１８日

「石炭工業発展の十二・五計画」（発改エ
ネルギー［２０１２］６４０号）

２０１２年
３月２２日

「２０１２年第 １ 次エネルギーに関連がある
産業の産業基準訂正計画に関する通知」
（国エネルギー科学技術［２０１２］８３号）

２０１２年
３月２７日

「資源利用の二つの百項目プロジェクトの
建設に関する通知」（発改弁環資［２０１２］
７２６号）

２０１２年
３月２８日

出所：中国政府が公布した政策，法規に基づき著者作成。

「ごみ燃焼発電売電価格政策に関する通
知」（発改価格［２０１２］８０１号）
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公表された政策の数

CO2の増加率（%）

る。図４が示すように，公表された政策の数と

CO２の増加率の間に逆行する関係が見られる。

CO２の増加率が大きい２００２－２００４年の間に発

表された主要な削減策の数はほぼ０である一

方，CO２の増加率が小さい２００７－２００８年の間

に発表された主要な削減策の数は２２通であ

る。このように事後の補足や，救済という特色

があるようにみえる。削減策の効果について，

２００３年から発表された削減策の数の増加とは

逆に，CO２の増加率が減少していき，削減策の

発効によって CO２の排出が減っていくことが

証明できる。つまり，予防策ではなく，ある程

度の救済策ではあるが，削減策の発効によって

CO２排出の削減が幾分改善されることは間違い

ない。

関連して，政策発表の法則だけではなく，中

国における CO２排出削減策の策定方式につい

ても明らかな特徴が見られ，それは top-down

の方式が取られているということである。中央

政府は削減目標を決めてから，その目標を地方

政府，企業に配分するという方式を採用してい

る。その方式のメリットは，中央政府の意思を

貫徹することであり，削減目標を確実に達成で

きる。さらに，目標の訂正や修正案の提示は，

政令により速やかに地方，企業までに意思を伝

えることができる。一方，デメリットとして

は，削減目標が強制的に配分されるため，地方

や企業の自主削減意欲が薄く，徹底的に実施す

るインセンティブが少ないことである。さら

に，削減目標の配分は中央政府と地方政府，政

府と企業，中央企業と地方企業の様々な利益に

関わるため，目標の配分は決して簡単とは言え

ない。十二・五期間のエネルギー総消費量の配

分を例として挙げることができる。２０１２年の

全国エネルギー会議において，全国の総エネル

ギー消費目標は４２億標準石炭トンに控えるこ

とが決められたが，地方や企業に配られたそれ

ぞれのエネルギー消費量の具体的な数値は正式

に公表されていない。

また，中国の削減策策定の流れについても注

目されているのは，様々な部門と関わっている

点である。「ごみ燃焼発電売電価格政策に関す

る通知」（発改価格［２０１２］８０１号）を例とし

て説明しよう。「発改価格」の「発改」は国家

発展改革委員会，「価格」は国家発展改革委員

会の中の価格管理部門の略称である。この政策

は国家発展改革委員会の価格管理部門が中心と

なって，国務院の財政，価格管理部門と協力し

て２０１２年に策定した政策である。実際，削減

策の制定について国家発展改革委員会が主と

なっているが，工業情報部，財政部，環境保護

部，電力監督管理委員会，科学技術部，監察

部，建設部，国土資源部等国務院直属の殆どの

部門と関わっている。

出所：著者作成。

図４ 公表された政策の数とCO２の増加率に関する統計

２０１４．１ 中国における CO２の削減に関連する政策・法規の分析 王 297151（ ）
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削減策の基本的な流れがどのようなものかを

具体的に概観すると，省エネ・削減策の策定を

国家発展改革委員会が，産業の構造調整政策を

工業情報部が行い，各税収の優遇政策，税率の

設定は財政部が担当して策定する。策定した討

論案は国務院に提出され，国務院がこれらの方

案を総合的に考察し，正式な政策を公布する。

さらに，工場用地の許可を国土資源部，操業許

可を国家商工行政管理総局が審査するため，こ

の二つの部門は国家の削減策に違反する企業の

新規操業の申請を拒否する権限がある。以上の

仕組みにより，高エネルギー消費，低技術レベ

ルの企業の新規操業を防止することができる。

それ以外の部門については電力監督管理委員会

が発電所の建設，操業，運転を監督し，発電企

業と送電網企業の間の紛争を調整・中和する役

割を果たしている。科学技術部は CO２の削減

に関する技術革新システムの建設を推し進め，

科学技術発展の中長期的な計画と年度計画を編

成する。監察部は全国の行政監察の仕事を統一

的に指導し，削減目標の完成に関わる指導幹部

の任免を決定し，省クラスの行政監察機関の指

導幹部の任免を審査する。環境保護部は国内排

出削減目標の実施責任を負い，主な汚染物質の

排出総量と排出許可制度を設定して実施，さら

に各地の排出削減状況を監督，検査し，その排

出削減の結果を発表する。また原子力安全，放

射線の安全監督と管理及び関連する政策，原子

力施設の安全の監督・管理，基準，原子力事故

の応急処置の策定，放射線汚染の緊急処理作業

などを担当する。

中国の削減策の制定は，これらの部門の間で

互いの協力によって策定して実施され，その実

施の過程を監督し合い，さらに削減策の効果を

評価するという流れで決定される。このように

各部門の間の協力が不可欠となっている。

（表３）

第２に，発表された削減策は全面的かつ重要

問題に焦点を当てたものであるといえる。前述

の通り CO２の削減には，省エネルギーと再生

可能エネルギーの普及が柱となる。１９９５年に

中国政府はすでに「新エネルギー・再生可能エ

国務院に直属している部・委員会

科学技術部 国土資源部 外交部 工業情報部

国家発展改革委員会 監察部 財政部 建設部

鉄道部 交通運輸部 環境保護部 商務部

会計検査署

国務院に直属している機構

国家税務総局 国家統計局 国家商工行政管理総局

国務院に直属している部局

国家電力監督管理委員会

国務院の部・委員会に管理される局

国家エネルギー局（国家発
展改革委員会に管理され
る）

国家石炭安全監察局（国家
安全生産監督管理総局に管
理される）

国家原子力機構（工業情報
部に管理される）

国家核安全局（環境保護部
に管理される）

国務院に直属している特別機構

国有資産監督管理委員会

国務院の議事協調機構

気候変動及び省エネ・削減に関する工作小組（発展改
革委員会が具体的な工作を負担する）

国家エネルギー委員会（国家エネルギー局が具体的な
工作を負担する）

表３ 中国政府における削減策の策定・実施に関連する組織表

出所：中華人民共和国中央政府ホームページ。
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ネルギー産業の発展計画」を公表した。その計

画において，「持続可能な発展社会は現在の社

会の需要を満たすだけではなく，次世代の生存

に脅威を与えない社会である」と持続可能な社

会について定義された。同計画は１９９５年にお

いて新エネルギー・再生可能エネルギー利用の

普及状況を詳しく紹介し，さらに２０００年と

２０１０年までの普及目標を提示した。新エネル

ギー・再生可能エネルギーの普及だけではな

く，翌年「九・五期間の資源を節約・総合利用

する工作に関する概要」を公表し，資源の節

約・総合的利用を要求した。同計画は，「八・

五」期間の省エネルギーについて成果を挙げる

一方，「１万元当たりのエネルギー消費が１９９５

年の３．９４標準石炭トンから２０００年の３．１９標

準石炭トンまで，合計３．５億標準石炭トン

（４．９億トン石炭に相当する）のエネルギーを

節約し，年間省エネルギー率を ４％ とする」

という省エネルギー目標を提示した。引き続き

風力発電の普及，２０００－２０１５年新エネルギー

と再生可能エネルギー産業の発展計画，省エネ

ルギー中長期専門計画，炭鉱ガスの抽出利用，

コジェネレーションの普及，エネルギーの発展

計画，中国気候変動に対応するための科学技術

方案，再生可能エネルギー発電の普及を確保す

るための全量買取制度の制定，立ち遅れた設備

や技術の淘汰，省エネ・削減の全民行動実施方

案，千社企業の省エネルギー行動，戦略性新興

産業の育成と発展の加速，工業の発展計画，法

制整備の強化，十大省エネルギープロジェクト

の実施，省エネルギー発電への指導政策の実

施，植樹・造林の推進，CO２の吸収・固定能力

の強化，新たな技術研究の推進，省エネルギー

技術の改造，財政面でのサポート，区別電気料

金政策の実施など，法律の側面，各産業の側

面，国民の協力の側面，経済手段の側面から，

様々な法規，政策が相次いで公表された。

多くの先行研究では，中国の削減に関連する

法律は不完全であることがしばしば指摘されて

いるが，実際，公表された政策をみると，省エ

ネルギーについて「省エネルギー法」，再生可

能エネルギーについて「再生可能エネルギー

法」が既に公表され，それらの法律に関連する

条例や法規なども相次いで公表され，関連法規

は不完全ではないという結論が得られた。しか

し問題は実施体制とプロセスであると考えられ

る。

発表された政策を検証すると，様々な分野が

含まれただけではなく，CO２排出が多い産業に

重点を置いていることがわかる。先にみたよう

に，工業は最大の CO２排出部門であるため，

工業の産業構造の改善，エネルギー利用効率の

向上，重点省エネルギープロジェクトの実施，

立ち遅れた生産能力の淘汰など工業の省エネ・

削減について様々な政策が公表された。中央政

府は財政面で全面的に支援し，２００６－２００９年

末に中央財政は合計２８７．６億元を地方・企業重

点省エネルギー事業支援に投じ，１．４億標準石

炭トンの省エネルギー能力を形成した。さら

に，省エネルギー・環境保全，次世代情報技

術，バイオ，ハイテク設備製造，新エネル

ギー，新素材，新エネルギー車など新興産業を

現段階で重点的に育成・発展させるとともに，

今後一定期間の発展目標と政策方向を明確にす

るなどで多排出産業の排出削減を進めている。

また，中国のエネルギー消費は石炭に頼ってい

るという現状から，石炭の利用効率の向上，ク

リーン石炭の使用，再生可能エネルギーによる

代替によって石炭の使用量を減少することや，

エネルギーのクリーン利用によって排出削減を

実現しようとし，強調している。以上の分析に

よって，発表された削減策は全面的かつ重要問

題に焦点を当てたものであるといえる。

第３に，省エネルギーは依然として CO２排

出削減の中心に据えられている。諸政策の分析

により，中国政府の努力や誠意が読み取れる一

方，直接的な CO２の削減策の実施に比べて中

国政府は現在，省エネルギーのほうにさらに力

を入れていることが明らかに見られる。

前述したように，CO２の削減は，主に省エネ
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ルギーと新エネルギーの代替が柱である。確か

に省エネルギーは CO２削減の効果をもたらす

ことが間違いないが，現在実施している政策の

中で，直接的な CO２削減に関する技術の普及

や CO２排出の回収・隔離を重視した政策設定

ではない。十二・五計画における産業別の計画

でも，直接的な CO２の排出削減策より省エネ

ルギーのほうが詳しく規定されている。例えば

十二・五期間の工業に関する計画では，省エネ

ルギー目標をはじめとして，立ち遅れた生産設

備，技術及び製品の淘汰目標，重点省エネル

ギー技術・プロジェクトまで詳しく盛り込まれ

た。最もエネルギー消費が大きい工業に対して

省エネルギー政策を実施することは CO２排出

の削減効果をもたらすが，工業の計画は直接的

に CO２削減策を規定していないというのが実

情である。従って，CO２の排出削減について，

省エネルギーは依然として中心的な政策である

結論が導かれた。

（３）まとめ

気候変動問題は，中国従来型の成長モデルに

対する反省と転換を促している。気候変動問題

は環境問題であるが，根本的には経済成長の問

題である。中国の経済成長は一貫して増加し続

ける鉱物燃料の消費によって支えられてきた

が，増加し続ける鉱物燃料の消費は，さらに CO２

排出の増加と他の環境問題を引き起こしてき

た。従って，従来の経済成長モデルを速やかに

転換しなければならないのである。

中国が実施してきた削減策の政策数は膨大で

ある。１９９５年－２０１２年の一定期間において代

表的な１２０件を選び，CO２の排出特徴に基づき

削減策を分析して以下の五つの結果が得られ

た。① CO２の排出量と削減策の数，この二つ

の曲線が乖離していることから，中国の削減策

は予防ではなく，事後の補足，対応策であると

いえる。②中国の削減策は中央政府が先に削減

目標を制定して地方政府，企業に配分するの

で，削減策の策定は top-down 方式であること

がわかる。③日本とは違い，中国の削減策の策

定は様々な部門と関わっている。発展改革委員

会は指導権を持ち，財政政策は財政部，技術向

上は工業情報部，環境保護政策は環境保護部，

様々な部門と協力して策定した討論案を国務院

に提出し，採決される場合に正式案として公表

する流れである。④発表された削減策を見る

と，様々な分野が含まれただけではなく，CO２

排出が多い工業に重点を置き，立ち遅れた生産

能力の淘汰，産業内部構造の改善，技術の向上

など，様々な政策が打ち出された。石炭の消費

によって CO２が大量に排出されるため，石炭

使用効率の向上，再生可能エネルギーの普及に

関する数多くの政策が公表された。それぞれの

政策は要因分析の結果と相応し，削減に重点を

置くとこがわかる。したがって，発表された削

減策は合理性を持ち，全面的かつ重要問題に焦

点を当てたものであるといえる。⑤しかし，CO２

回収など直接的な政策が少なく，省エネルギー

は依然として CO２排出削減の重点であること

もわかった。

４．政策事例－資源税の改革がCO２排出に与

える影響－

２０１０年８月２６日中国第１１回全国人民代表

大会常務委員会第１６回会議で公布した「国務

院の２０１０年の国民経済と社会発展計画の実施

情況に関する報告」により，新疆省で資源税の

改革を行い，原油，天然ガスは数量ではなく，

価格に基づいて税金を課すことが明らかになっ

た。資源税の改革は２０１０年から動き始めたこ

とから，資源税の改革により省エネ・削減にど

のような影響を与えるのかなどについてをこの

節で述べる。

中国は１９９４年１月１日から資源税を徴収し

始めた。「中国資源税暫時実施条例」により，

中国国内において該条例で規定された鉱産物を

採掘する或いは塩を生産する企業や個人は資源

税の徴収対象である。資源税の税目，税額を調

経 済 学 研 究300154（ ） ６３－２

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１４　経済学研究Ｖｏｌ．６３，Ｎｏ２／本文／１１　１４３～１６１　王磊様  2014.01.16 22.05.58  Page 154 



整する権利を持つのは国務院である。税金の計

算は税目の数量と税額により決められる。式で

表記すると，税金金額＝課税税目の数量×単位

税額である。資源税の税目・税額の幅を表４に

まとめることができる。資源税の収入配分につ

いて，資源税は地方税種であり，税収はすべて

地方政府の地方財政所得になる。

資源税が実施されて以来約１７年を経て，エ

ネルギー消費の現状と離れて課税規定が不十分

になっている。税目の種類が少ない，資源税税

額の設定が低すぎる，エネルギー価格の大幅の

上昇に対応できなくなる，低いレベルに決めら

れる税率は省エネ・削減に対して効果がないな

ど様々な問題点が指摘された。税務部門，改革

発展委員会など税金の設立との関連政府機関は

以上の指摘を踏まえ，数年の調査や研究を行っ

たうえに，慎重に資源税の改革方案を提出し

た。それは原油，天然ガスは以前の数量に基づ

く税金を徴収することから価格に基づいて税金

を徴収することに変更し，税率が ５％ に設定

され，２０１０年６月１日から新疆省で資源税の

改革を行うことになった。

資源税改革の影響を分析する為，資源税改革

後の税金の変化を試算しておきたい。「中国統

計年鑑（２０１０版）」に記載されたデータによ

り，２００９年の資源税の税金収入は３３８．２４億元

で，税収全体の約 １％ を占めた。資源税を改

革した後，価格に基づく税金を徴収する場合に

表５のような税収になる。原油や天然ガスの価

格は平均的な市場価格を想定し，数量に基づく

徴収する場合に税収は原油３０元／トン，天然

ガス１５元／千�という最高税額で計算する。

表５にまとめたデータにより変形すると，資

源税改革後の原油の税金は改革前の５倍，天然

ガスは６．８３倍になることが明らかになる。そ

の二つの税金だけで計算すると合計で３７０．８億

元になり，２００９年の全体資源税の税金よりも

多い。もしさらに石炭の税金改革を実施する場

合，三つの税金の合計で１４３８．３億元であり，

２００９年の資源税の税収全体の３．８倍になり，

税金の増加は著しいことが明らかになる。

資源税は地方税種であり，税収の増加と共に

地方政府の財政収入も増加し，経済の発展や公

共施設の建築等に支出して使用できる資金が増

加できることにより，地方の発展に対して有利

であることは間違いない。改革後企業の負担が

大きくなると予想できるが，その増加分は資源

加工企業に移転し，または政府の政策により他

の税金が調整され減少し，企業の資源税の増加

分の一部と相殺することができる為，企業の負

担が大きくなり過ぎるとはいえない。資源税の

税 目 税額の幅

一，原油 ８‐３０元/トン

二，天然ガス ２‐１５元／千�

三，石炭 ０．３‐５元/トン

四，他の非金属鉱物 ０．５‐２０元/トン或いは�

五，鉄金属鉱物 ２‐３０元/トン

六，非鉄金属鉱物 ０．４‐３０元/トン

七，塩
固体塩
液体塩

１０‐６０元/トン
２‐１０元/トン

表４ 資源税の税目・税額の幅

出所：中国資源税試行条例。

税目 生産量 価格 数量で徴収する場合 価格で徴収する場合

原油 １．８９億トン ３０００元/トン ５６．７億元 ２８３．５億元

天然ガス ８５１．７億� ２．０５元/� １２．７８億元 ８７．３億元

石炭 ３０．５億トン ７００元/トン １５２．５億元 １０６７．５億元

表５ 資源税税収金額に変化について

出所：中国２００９年国民経済と社会発展統計公報。中国物価局ホームページに記載したデータにより著者が計算
した。
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増加分は資源加工企業に移転した後，エネル

ギーの価格が上昇することにより，省エネル

ギーのインセンティブにもなる。１次エネル

ギーを大量使用している企業はやむおえず他の

資源，つまり再生可能エネルギー資源に変更す

る可能性が高くなり，それは再生可能エネル

ギー資源の普及，省エネ・削減にも役を立つこ

とが期待される。資源税の改革をまず新疆自治

区で実施することは，より深い意味があると考

えられる。新疆自治区は資源の埋蔵量が豊かで

あるが，資源税や資源価格が低いため，新疆自

治区の資源税の収入が低い水準に抑えられ，資

源性優位を果たすことができない。一方資源の

消費地は主に東部にあり，経済発展している地

域として１人当たり GDP が高い地域である。

新疆で改革を行い始めることは，新疆の資源優

位性を高め，地方経済を発展させ，西部と東部

の差異を縮減させる要因になると考えられる。

現在環境税や炭素税の導入についてはまだ検

討中である。資源税と環境税・炭素税を同時に

導入する場合，資源税の増税により企業の利益

を維持させる為に，環境税・炭素税の税率の設

定を低くする必要があるが，減少幅はそれほど

大きくないと考えられる。そこで，他の税金と

一緒に考察する場合，資源税や環境税・炭素税

と共に増加するなら，企業の利益を維持させる

ために企業の所得税，営業税等他種税金の税率

を減少しなければならないと推測できる。省エ

ネ・削減政策を実施する目的は持続可能な発展

を達成することである。税金を課すことは一定

の消費・支出の効能があるが，税金が経済発展

に歪みを与えることも無視できない。現段階に

おいて，省エネ・削減の目的を果たすために一

時的に企業の利益に損失が出てくるが，長時間

に渡って税金を調整しないと，企業の競争力を

弱めてかなりの損失が出てくることも考えられ

る。実際，資源税の増加分は，殆ど下流の加工

産業に移転して最後に消費者が負担している。

資源税に限らず，様々な値上げが起こる場合，

低所得者の生活確保，富の再分配やインフレな

ど消費者に与える影響は多岐にわたる。さら

に，資源税の改革は省エネルギー，CO２排出の

削減に効果があるとは間違いないが，どの程度

の効果が出てくるのかまだ不明である。（表６）

資源税改革の歩みを止めず，引き続いて２０１１

年９月２１日国務院第１７３常務会議において

「国務院が「中華人民共和国資源税試行条例」

の改正に関する決定」（中華人民共和国国務院

税目 税率

原油 販売売上の５－１０％

天然ガス 販売売上の５－１０％

石炭 コークス １トン当たり８－２０元

その他 １トン当たり０．３－５元

他の非金属鉱原鉱 普通非金属鉱原鉱 １トン当たり０．５－２０元

貴重非金属鉱原鉱 １�当たり０．５－２０元

ブラック金属鉱原鉱 １トン当たり２－３０元

非鉄金属鉱原鉱 希土類の鉱石 １トン当たり０．４－６０元

他の非鉄金属鉱原鉱 １トン当たり０．４－３０元

塩 固体塩 １トン当たり１０－６０元

液体塩 １トン当たり２－１０元

表６ 資源税の税目税率表

出所：中国資源税試行条例（改正版）。
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令第６０５号）が可決され，２０１１年１１月１日に

実行することになった。新条例において原油と

天然ガスの資源税税率は販売売上の５－１０％ に

より決めることが明確にされ，今後原油への需

要を抑えることにより削減効果があると考えら

れるが，肝心な石炭の税率は変化していないこ

とから，資源税改革は CO２排出の削減より

も，エネルギー安全保障策の側面で重要性であ

ると考えられる。

「中国統計年鑑」に記載されたデータによ

り，原油の需要増により，原油の輸入量の急増

が顕著である。２０１０年の原油の需要量が１９９０

年に比べて約３倍に増加したが，そのうち輸入

量が約３０倍に増加した。輸入量がそのまま増

加すると，中国のエネルギー供給に大きな影響

を与えることが予想される。中東等の石油輸出

国の地政学的なリスクから，石油輸入の確保が

より一層難しくなる可能性があることなどがそ

の理由である。このようなリスクに備え，中国

政府は自国の需要を抑え，さらに CO２削減も

目的とし，原油と天然ガスの資源税税率を変更

する決定を下した。しかし，石炭の資源税税率

を変えない原因は何であるのか。原因は石炭が

エネルギー供給の７０％ を占めているという状

況に鑑みて，石炭の資源税税率へこの影響が広

範にわたることが予想されるからであると考え

られる。副次的に，電気料金も値上げしなけれ

ばならず，その影響が予測できなくなることも

理由として挙げられる。以上の理由から中国政

府は石炭産業に関する様々な改革を最も慎重に

扱っている。省エネ・削減の側面から見ると，

中国政府の資源税改革は不十分であるが，残念

ながら短期間で石炭を改革するのは不可能であ

る。

このように，資源税の改革はある程度省エ

ネ・削減に効果があるものの，税種が石油，天

然ガスに限られるため，もたらす CO２排出削

減の効果が限られている。さらに，削減より，

エネルギーの供給緊迫な状況を変えようという

意欲の動きが大きいと考えられる。

５．中国におけるCO２排出削減の展望

世界一の CO２排出国である中国は，気候変

動の影響やエネルギー供給の制約などを解決し

ようとし，様々な削減策を打ち出した。それら

の中で，省エネルギーと再生可能エネルギーに

よる代替は二つの柱である。中国は「十一・

五」計画に提起された省エネルギー目標を達成

し，２０１０年の単位 GDP 当たりのエネルギー消

費は２００５年より累計で１９．１％ 減り，それは

１４．６億トン以上の CO２排出削減に相当するも

のである。再生可能エネルギーによる発電が急

速に普及し，特に近年急成長を遂げる風力発電

は，２０１１年の発電量が７１５億 kWh に達して世

界最大であり，全国総発電量の１．５％ を占めて

いる。１kWh を生産するために３２０g 標準石炭

が必要な場合で計算すると，７，０００万トンの

CO２の代替に相当する。このような著しい成果

を挙げられるものの，中国の基本的な国情と成

長段階の特徴などの要素は，今後 CO２排出量

が増加し続けることを裏付けており，CO２排出

の削減において，先進国より更に大きな課題に

直面している。

中国が実施している削減策を検証することで

二つの結論が得られた。第１に，削減策が全面

的という点である。現在まで実施してきた削減

策は主に省エネルギー，再生可能エネルギーの

普及であるが，産業構造の調整や，先端技術の

急速な導入，自己革新能力の向上，更に炭層ガ

ス，シェールオイルなど代替エネルギーの開発

政策，国民省エネ・削減意識の喚起政策，エネ

ルギー資源価格の改革，差別電気料金の実施，

省エネルギー製品に対する優遇措置，資源税な

ど税金の改革，エネルギー多消費製品の輸出政

策の調整，省エネルギー技術の普及に対する財

政支援，など様々な政策を公表した。特に再生

可能エネルギー全量買取制度の設立は，日本よ

り早い段階から摸索して研究し，試行から実行

まで努力してきた。しかし，削減策の数が多い

ものの，中国では，CO２排出の回収・隔離のよ
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うな直接的な CO２削減策の実施に関しては遅

れており，現時点で省エネルギーと新エネル

ギーの代替を柱として CO２の排出を削減しよ

うとしているというのが二つ目の結論である。

だが，関連する削減策を実施して CO２削減の

効果をもたらすため，中国は現在まで削減に努

力していることは否定できず，貢献があること

は認められる。

中国では第２次産業により排出された CO２

の排出量が圧倒的に多く，全産業の排出量の約

７割を占めることから，中国政府は主に産業構

造の改善やエネルギー利用効率の向上によって

CO２の排出を削減しようとしている。２００４年

１１月に「省エネルギー中長期専門計画」の公

表をはじめとし，２００５年１２月に「産業構造調

整の促進に関する暫行規定」，２０１１年１２月に

「工業発展方式転換計画（２０１１－２０１５年）に

関する通知」，２０１２年２月に「工業省エネル

ギーの十二・五計画」，２０１２年３月に「工業ク

リーン生産の推進に関する十二・五計画」など

の法規を相次いで公表した。いずれも産業構造

の改善，生産効率の向上に重点を置いたもので

ある。新規エネルギー多消費産業の生産能力

は，一律に世界先進水準を基準とし，エネル

ギー多消費産業における立ち遅れた生産能力を

早急に廃止し，産業の競争と合併を奨励する。

鉄鋼，セメント，化学工業などのエネルギー多

消費産業に対する技術面の援助を拡大し，省エ

ネルギー技術センターを設立し，実質的な技術

支援を提供する。これらの努力により，業種別

に見ると，繊維，軽工業，鉄鋼，造船などは強

い国際競争力を持っており，電子情報，設備製

造，石油化学，非鉄金属，自動車などもある程

度の国際競争力を備えつつある，という成果を

収めた6）。このような産業近代化の成果を挙げ

たものの，石油化学，鉄鋼，非鉄金属，設備製

造など重点産業は今なお，粗放的な成長モデ

ル，不合理な産業構造，自主開発能力の不足，

資源節約や環境保護のための大きな負担など問

題に直面している。

中国の CO２排出の７割以上は，石炭の使用

により排出されるため，石炭消費の５０％ 以上

を占めている発電部門が排出削減に重要な役割

を果たす。発電設備容量の７割以上を占めてい

る火力を非化石燃料発電に代替させることは共

通の解決策である。しかし，原子力には安全性

において課題があるため，中国政府は原子力発

電所の安全を重視し，建設中止あるいは建設延

期になる可能性が高いと考えられる。非化石燃

料発電としては，風力と太陽光発電に頼ること

になる。中央政府が太陽光の発電量を送電網へ

売電する価格は１．１５元／kWh と決定したが，

太陽光発電技術の不足や調整電源の確保，そし

て送電網の整備等様々な課題が存在するため，

太陽光発電は風力発電のような急速に発展でき

る可能性は低い。したがって，発電部門に対す

る削減の重心を高効率の石炭利用に移させ，火

力発電の効率を高めることにより，再生可能エ

ネルギー発電の調整電源確保の課題も解決でき

ると考えられる。

中国国内各省のエネルギー生産性の格差が大

きく，一番高い北京（０．７標準石炭トン／万

元）は一番低い寧夏（３．９標準石炭トン／万

元）の５倍である。仮にもし国内エネルギー生

産性が高い省はエネルギー生産性の低い省に技

術移転や支援を行い，各省のエネルギー生産性

の格差を縮小し，全国のエネルギー強度が全国

の平均値０．９標準石炭トン／万元から０．７標準

石炭トン／万元へ改善した場合，総エネルギー

消費量の約２０％ が節約でき，CO２排出の削減

にも大きく貢献できるはずである。さらに，産

業に対する技術移転により同産業のエネルギー

生産性の最大値を実現した場合，もっと多くの

CO２排出の削減ができると考えられる。

２０１１年の風力発電累積設備容量は世界１位

であるものの，送電網の整備は発電所の建設に

追いついていないため，風力発電の系統連系接
6）魏際剛（２０１１）「中国における重点産業の発展と

競争力」『中国資本市場研究』５（１），pp.４８-５７。
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続率は約７６．７％ に止まった。系統連系済みの

４７，８４０MW の風力発電設備の利用によって既

に７，０００万トンの CO２が削減できたため，も

し接続率が１００％ 近くまで上がる場合，さらに

２，０００万トンの CO２が削減できるという試算結

果が得られた。従って，風力発電の系統連系率

の向上によって更なる CO２排出削減が期待で

きると考えられる。

現在は，原材料，運輸コストの増大や賃金の

値上げのうえに，配分された省エネ目標を達成

するため，高エネルギー消費産業を東部から西

部へ，中心都市から周辺都市へ移転させる傾向

が見られる。産業の移転と同時に省エネ・削減

技術を導入し，新省エネ産業を作ることが最も

理想的であるが，資金の不足や技術の低位性の

ために実現は困難であり，ただの移転のみに

なってしまう。この傾向について注意すべきで

ある。

中国では中央政府が環境法令を整備しつつあ

る一方，実施する組織の能力が不足しており，

また地方政府による環境法令の執行が不徹底で

あり，環境法令を違反した企業は汚染賦課金を

支払いさえすれば事業の継続が許されることが

多かった。また，その汚染賦課金は，公害防止

対策を講ずるコストより少額であるため，企業

は汚染賦課金を支払い，環境法令の違反状態を

継続するインセンティブが高い。地方政府も罰

金を徴収することにより地方財政が潤うことに

なるので，企業を強制し環境法令を守らせるイ

ンセンティブがないという事実もある。CO２の

削減政策について，再生可能エネルギー発電の

計画を立ててから設備を整備して運用できるま

でかなりの時間がかかるという問題がある。初

期計画を立てた地方政府幹部の成績を反映する

ことができないため，任期内に成績の得点を得

られない計画を立てないほうがよいという考え

方を持つ地方幹部が多い。これは再生可能エネ

ルギー資源での発電設備の建設が遅れてしまう

原因の一つである。

地方政府は省エネルギーの重要性を充分に認

識しておらず，省エネルギー優先の方針が徹底

されていない問題がある。成績に直結する地方

経済の発展を図り，開発を重視し省エネルギー

を軽視する，またはスピードを重視し効率を軽

視するという考え方が地方政府に見られる。省

エネルギーを単にエネルギー需給の矛盾を緩和

するための手段であるとみて，供給が逼迫して

いるときは省エネルギーを重視するが，供給に

ゆとりができると省エネルギーを疎かにすると

いう対応がある。

投資，消費，輸出は中国の経済成長を牽引

し，近代化へ進む主力である。最近の十数年

間，中国の経済成長の大部分は，投資と輸出に

偏っており，経済に対する内需の牽引的役割は

大きくなかった。現在，投資の方向性，リスク

の抑制などに対する調整が非常に不十分であ

り，同時に，輸出を牽引していた比較優位（労

働力と資源供給が十分かつ安価である）は減少

しており，内需の拡大が経済成長を引き続き牽

引する主力になる。内需の範囲は広く，家庭の

生活消費，インフラ整備，公共施設の増築や改

造，企業の生産設備の新規購入や更新などが含

まれると考えられる。現在中国政府は主にイン

フラ整備と不動産によって内需を拡大しようと

している。周知のように，これら産業の川上と

川下産業ともエネルギー多消費産業であり，

GDP 創出の効果が大きいが，エネルギーの消

費も大量である。住宅では，中国は商品住宅の

耐用年数が短く，民間住宅の撤去率が高い。建

築物の平均耐用年数は３０年間であり，非常に

多くの建築物が耐用年数未満であるにも関わら

ず，強制的に取り壊されている。インフラ整備

においても低品質の問題が存在しており，道路

や橋梁の実際の耐用年数は設計基準を下回って

いる。「大量撤去，大量建設」の成長モデルに

より，鉄鋼やセメントなどエネルギー多消費製

品が大量に消費され続ける。このような歪んで

いる内需拡大を形成する根本的な原因は，中国

政府が一貫して主張している「GDP 主義」で

ある。中国政府は確かに CO２削減対策の制定
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を視野に入れ，削減目標と経済構造の転換，エ

ネルギー構造の最適化，１次エネルギー消費割

合の拡大などを連動させ，更に削減の実績を各

地域，各部門の政府機関の幹部に対する考査シ

ステムに組み入れたが，「GDP 主義」と比較す

ると軽視されており，評価の重点とならないと

いう事実がある。従って，削減を実現しようと

するならば，「GDP 主義」を根本的に直させな

ければならない。しかし，中国の事情を考える

と，短期的に解決できる問題ではないため，政

策と法規だけではなく，官僚体制を更に修正す

る必要があると考えられる。

２０１１年から第１２次五ヵ年計画が始まり，そ

の柱となるのは，産業構造の高度化と経済構造

の転換である。しかし，振り返れば，朱鎔基前

総理の時代に産業構造が資源投入を中心とする

「粗放型」成長モデルから効率向上を目指す

「集約型」成長モデルへと転換しなければなら

ないと宣言したが，１０年以上を経ても，産業

構造の転換はほとんど実現できていない７）。中

央政府は毎年産業構造の転換を呼び掛けている

が，地方政府には産業構造転換のインセンティ

ブが働きにくく，産業構造の高度化より，雇用

の創出と税収の確保ができる重工業，ハイテク

ではない産業を優先に発展させる政策を推し進

めた。地方政府の幹部にとって，今中国が悩ま

せる所得格差拡大の問題，「三農」問題，貧困

脱却問題を解決するために，雇用機会を多く作

り出す重工業の発展はその一つの解決策として

考えられる。重工業自身だけではなく，重工業

に関連する川上，川下の様々な産業，すなわち

機械製造業，素材業，輸送業，サービス業など

が吸収できる労働力は重工業自身より上回る。

特に，都市化の進展に伴い，どのように何億人

の農民工の雇用機会を作り出すのかは大きな問

題である８）。ハイテク産業や技術レベルが高い

産業では資源の利用効率が高いうえ，持続可能

な発展を維持することに対して最も賢明な選択

であるが，農民工は直接ハイテク産業に就職す

る機会がないため，農民工の持つ技術に相応し

いハイテクではない産業での就職は現段階の雇

用問題に対処するための最も合理的な考えであ

る。

中央政府は先進国が経験した環境税や炭素税

など経済手法の活用により CO２を削減しよう

としている。しかし，企業，特に巨大化した国

有企業からの抵抗が強いため，環境税や「エネ

ルギー法」など省エネ・削減に関する法規がな

かなか進められない。大型国有企業は，独占的

地位を利用して利益を獲得し，その地位を確保

するために中央政府の様々な省エネ・削減に関

する法規に抵抗し，持続可能な発展を実現する

ための大きな障害となっている。大型国有産業

は，基幹産業とハイテク産業における中核企業

である石油採掘，自然独占及び寡占企業である

電力，鉄道を代表とし，独占力や政府の優遇策

によって利潤を極大化し，生産量と価格を決め

るようになった。したがって，環境税など経済

手段によって省エネルギー，エネルギー利用効

率の向上を実現できると分かっても，自らの利

益９）を維持するために，価格決定を武器として

中央政府の政策決定に抵抗している。例えば，

中国における「独占禁止法」は，その立法過程

において独占企業の抵抗に遭い，草案チームが

１９９４年に設立されてから１３年の歳月が経っ

7）柯隆「中国の産業構造の転換と高度化」『JBIC
中国レポート』２０１１年７月号。

8）『中国２０５０年低炭素型成長への道 エネルギー

需要と炭素排出シナリオ分析』（科学技術出版
社）によると，中国の都市化率が１ポイント上
昇するということは，１,５００万人前後の人口が農
村から都市に流入し，都市で働き，都会人の生
活を送ることを意味する。２０００年から２００８年ま
での中国の都市化率は毎年１．２％ 上昇してい
る。２１世紀に入ってからは，都市人口は毎年２,０００
万人近く増加している。

９）１９９４年の「分税制の財政管理体制を実行するこ
とに関する国務院の決定」により，国有企業は
法人税や企業所得税などの税金を納めば，利潤
を上納する必要がないと決定した。
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て，ようやく２００７年８月３０日に公表され，２００８

年８月１日に施行された。大型国有企業の独占

特権を制限しない限り，省エネ・削減に障害に

なるのは間違いない。

また，急速な経済発展をする地域では，ある

程度環境保全の組織・人材の強化の進むことが

期待できるが，経済発展が遅い地域では，経済

発展を優先させるため，政府の環境法令や環境

保護政策などに対する資金の予算や人員が十分

に確保できず，政府は制定した対策が実施でき

なかったことが少なくない。

最後に，日本からの協力の可能性についても

その重要性を指摘できる。CO２の削減，そして

温暖化問題に対する他の解決策の成功は，世界

が一丸となって協力する必要がある。中国に対

して，石炭ガス化複合発電（IGCC）など特に

技術レベルが高く，エネルギー生産性が高い日

本からの協力が非常に重要である。二国の協力

により，win-win の効果が得られ，より一層発

展ができると考えられる。
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